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陳 述 書

甲B第53号証
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東京地方裁判所民事第38部御中

第62号・63号事件原告岡田正則

丁田正則 印

1経歴について

岡田正則と申します。現在、早稲田大学法学学術院で教授として、主に法科

大学院において行政法を中心とする公法分野の教育を担当するとともに、この

分野の研究を行っています。

学術面での活動としては、日本公法学会の理事を2019年から現在まで、民主

主義科学者協会法律部会の理事を2008年から現在まで、北京大学客員教授(国

際交流基金からの派遣)を2020年から現在まで務めているほか、早稲田大学比

較法研究所所長を2020年から2024年までの4年間、務めました。また、社会

活動においても、司法試験考査委員(行政法)を2008年から2017年までの10

年間、行政書士試験委員を2008年から2020年までの12年間、国立国会図書館

事務文書開示・個人情報保護審査会委員(会長代理)を2011年から2021年ま

での10年間、東京都開発審査会会長を2014年から2020年までの6年間(審査

会委員は8年間)にわたって務めるなど、学術的な貢献を行ってきました。

日本学術会議の第25期・第26期(2020年10月1日から2026年9月30日ま
で)の会員候補者として推薦を受けながら会員に任命されなかった当時は、上

記のとおり、早稲田大学教授として勤務し、早稲田大学比較法研究所所長であ

日本公法学会や民主主義科学者協会法律部会の現職の理事、あるいは諸種

の審議会委員を担うなど、日本の公法学を代表する研究者のひとりと評価され

ていました。
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2 2 0 2 0 年 に 日本学術会議から会員候補者として推薦された経緯、その間に同

会議に提出した文書について

私は、2011年(第22期)より、日本学術会議連携会員(以下、「連携会員」)

として、第一部(人文科学)の法学委員会「大震災後の安心安全な社会構築と

法」分科会委員(第22期)、「大規模災害と法」分科会委員(第23期・第24期)

および基礎法学系学会連合連絡員を、2015年からはあわせて「東日本大震災復

興支援委員会原子力発電所事故に伴う健康影響評価と国民の健康管理並びに医

療のあり方検討分科会」の「原子力発電所事故被災住民の「二重の地位」を考

える小委員会」委員を、2020年(第25期)より、法学委員会「法曹養成と学術

法制」分科会委員を務めてきました。このうち、上記の「二重の地位」小委員

会委員として原案作成に関わった日本学術会議の提言「東日本大震災に伴う原

発避難者の住民としての地位に関する提言」(平成29年(2017年)9月29日)

は、原発避難者の権利保障に関わる課題として、国会審議(東日本大震災復興

特別委員会)でも取り上げられました。

日本学術会議(以下、「学術会議」)から会員候補者として推薦された経緯に

ついて、説明いたします。

2019年12月に、学術会議事務局から「会員の候補者」となる意思確認(承

諾)に関するメールがあり、期日までに必要書類をアップロードしました。こ

の後、会員候補者として推薦してよいかという連絡が同事務局からあったのは

2020年の8月下旬のことだと記憶しています。同年9月18日に同事務局から、

会長互選用の名簿を作成するための所定の様式(学歴・職歴・専門分野・「日

本学術会議会員としての抱負」等の項目がある)がメールで送付されてきたた

め、これを作成して、翌日、同事務局宛に提出しました。また同時期に10月1

日から3日までの総会および部会・法学委員会への出席依頼もありましたので、

これらに出席する旨の返信もしました。9月25日には第25期第1回総会の開催

通知が第24期学術会議会長(山極壽一氏)名で送付されてきましたので、出席

の登録をしました。同月29日には第24期第1部会役員一同から総会・部会へ

の出席依頼が届いておりました。

3 任命拒否による被害とそれがわかった時の心情について

(1)学術会議にとっての被害
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2020年9月29日の夕方、学術会議事務局長の福井氏から大学の研究室に電話

があり、「任命の名簿に名前の記載がないので10月1日から3日の総会・部会

に出席しなくてよい、不記載の理由はわからない」旨の連絡を受けました。電

話を受けた後に最初に思い浮かんだのは、率直なところ、「免除してもらえる

ならありがたい」ということでした。会員に任命されるのは確かに名誉なこと

ですが、委員会分科会の運営や提言の取りまとめなど、会員としての負担が

かなり増えるので、免除してもらえるならば時間のやりくりの苦労が少なくな

る、と考えたからです。

しかし同時に、内閣総理大臣による任命拒否は違法であって許されず、学術

会議全体に対する違法な介入であろう、ということも考えました。数日後、行

政法の研究者として関係法令に照らして検討してみました。そして、次の3点

からみてこの任命拒否は明らかに違法だと確信しました。

第1に、内閣総理大臣が政治的な判断で学術会議の人事に介入した点です。

これは、政府から独立した機関(内閣府設置法40条3項所定の「特別の機関」)

として学術会議を設置することを定めた日本学術会議法1~3条からみても、ま

た憲法23条からみても、内閣総理大臣がやってはならないことでした。第2に、

同法が学術会議に委ねた会員選考権限をこの任命拒否が否定した点です。同法

7条・17条および関連の内閣府令によれば、内閣総理大臣は会員候補者の氏名

だけを記載した推薦名簿に基づいて任命を行わなければならない(つまり内閣

総理大臣は名簿記載の者を除外するための基準も権限も与えられておらず、そ

れゆえ形式的な任命権限しか有していない)にもかかわらず、これらの法令に

反して任命拒否を行ったのです。第3に、任命拒否を行った菅総理大臣が「推

薦名簿を見ていない」と明言している点です。法令上の判断権者が任命判断に

際して必ず基礎としなければならない名簿を見ていないというのですから、手

続き上も違法であることは明白でした(これらの違法に関する詳細については、

岡田正則「学術会議会員任命拒否問題の歴史的な意味」芦名定道ほか『学問と

政治学術会議任命拒否問題とは何か』(岩波書店、2022年)5~9頁)。

菅総理大臣は、日本学術会議法7条3項で105名を任命しなければならない

ところ、99名しか任命しませんでした。6名の欠員状態を生じさせたことも、

内閣総理大臣に課せられた義務の不完全履行であり、その意味で違法な行為で

した。この欠員の結果、現在に至るまで、学術会議の日常的な運営や提言作成

等の役割の発揮において、現会員に過剰な負担を生じさせていることは間違い
3



ないと思います。とりわけ、任命を拒否された6名はいずれも第1部(人文社

会系)でしたので、第1部の会員の皆さんに負担のしわ寄せが生じてしまいま

した。このことについては、たいへん申し訳なく感じています。

また、この任命拒否に関わって、学術会議自体がフェイクに基づく誹謗中傷

に晒されたことも、許されないことでした。私がみるところ、日本の科学者・

研究者の多くは、「人類社会の福祉に貢献」(日本学術会議法前文)するために、

日々の研究や教育を誠心誠意行っています。そして、学術会議を担う会員・連

携会員の方々はその中枢をほぼボランティアで─支えているのです。こ
のような人たちに対する誹謗中傷は、日本の未来を蝕むものでしかありません。

(2)日本の学術にとっての被害
2020年10月の学術会議会員任命拒否は、日本の学術に対してもきわめて有害

な影響を及ぼしています。

誰もが認めるとおり、2004年の国立大学の法人化以降、日本の研究力は低下

しています。その原因は、研究や高等教育に対して、政府が財政的な責任を後

退させるとともに、“選択と集中”の方針によって短期的な成果を出させるた

めの介入をするようになったことにあります。このような政府の施策の結果、

研究・高等教育の現場は疲弊し、その基礎的な経費は枯渇し、学費負担は高騰

し、研究職の不安定化とその魅力の減退により学術の担い手は減少しています。

日本の学術は、現在、危機的な状況に瀕しているのです。

学術会議は、このような状況を是正するための提言等をしてきました。昨年

11月の提言「第7期科学技術イノベーション基本計画に向けての提言」もそ

の1つです。また学術会議は、この間、科学・技術の制御、公文書の管理、ジ

ェンダー平等の推進など、さまざまな学術的課題の政策立案にも寄与してきま

した(高山佳奈子「任命拒否から一年日本学術会議の対応」法と民主主義

561号(2021年)40頁など参照)。政府が2015年の安保関連法の制定を契機と

して軍事研究への学術の積極的な動員に踏み出したことは、日本の学術の危機

的状況をさらに悪化させるものでした。それゆえ、学術会議はその職責に鑑み

て、2017年3月24日、「軍事的安全保障研究に関する声明」を出したのです。

内閣総理大臣による会員任命拒否は、学術会議が果たすべきこうした役割を組

織面から押し潰すために執られた手段だと考えられます。そして、その後の岸

田首相・石破首相も学術会議からの会員推薦の“握りつぶし”状態を維持して
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おり、政府による違法行為は現在も続いているのです。

会員任命拒否は、学術に対する攻撃の“犬笛”でもありました。政府は6名

の会員候補者を見せしめとすることにより、学術会議および学術に携わる人々

に対する攻撃を煽ったのです。実際にインターネットや一部のメディアを通じ

て卑劣な誹謗中傷が行われました。根拠のない内閣の任命拒否は、学術に対す

る誤解を招き、学術に携わる人々を萎縮させ、イノベーションを阻害すること

になってしまうのです。

とはいえ他方で、日本社会はその健全さも示しました。1000余の学協会から
•の批判任命要請の声明、有力大学の学長の声明、日弁連とほとんどの弁護士

会の声明、さまざまな市民団体の声明など、任命拒否に対する抗議の声が急速

に広まったのです。

今、政府に求められることは、「わが国の科学者の内外に対する代表機関」

(日本学術会議法2条)である学術会議の識見に立脚して、長期的な視点から

日本の学術政策を見直すことです。そのためには、会員任命拒否といった違法

状態を即刻是正しなければなりません。

( 3 ) 私自身の被害

私自身が受けた被害としては、まず、2020年10月から11月にかけて一部の

メディアやインターネット上で根拠のない中傷にさらされたことを挙げなけれ

ばなりません。このことの主な原因は、任命拒否に関する政府の説明にありま

す。10月初旬に加藤勝信官房長官は「国民・国会への責任が負えない場合には

拒否できる」旨の説明を行い、11月の臨時国会では、近藤正春内閣法制局長官

が、憲法15条1項の解釈として、「国民に対して責任を負えない場合には任命

権者は任命を拒否できる」旨の答弁を行いました(2020年11月5日参議院予算

委員会での答弁など)。しかし、拒否された6名がいかなる点でその場合に該

当するのかが問われると、菅総理大臣をはじめとする政府関係者は、「人事の

ことなので、答えは差し控える」などと、あたかも拒否対象者に欠格事由があ

るかのような口ぶりで、任命拒否理由の説明を拒み続けたのです。また11月初

旬には、「政府筋によれば、拒否理由は6名の反政府的な言動にある」旨の報

道もされました。これらの結果、芸能人や学者風の評論家、あるいはインター

ネット上の発信による、きわめて悪質で無責任な中傷が横行することになりま
した。
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加えて、私が担当している早大法学部のゼミも攻撃の対象とされました。10

月は次年度向けのゼミ応募者募集の時期でもありますので、学生はゼミのホー

ムページおよびツィッター(現在の「X」)で説明会の案内や質問への応答な

どをしていたのですが、これらに対して大量の悪質な書き込みがされるように

なってしまったのです。その内容は、教員に関する中傷にとどまらず、学生を

嘲笑し、その人格を貶めるものでした。こうした状況になったことから、ゼミ

のホームページおよびツィッターは閉鎖せざるをえませんでした。私個人だけ

ではなく、関係の学生まで巻き込んでしまったことは、一人の教育者として耐

え難い事態でした。

現時点でこれらの被害をかえりみると、その根底的な要因が政府による会員

任命拒否理由の隠蔽という行為にあることがわかります。というのは、任命拒

否の対象とされた6名は、政府による任命拒否とその説明によって、「国民・

国会に対して責任を負えない」者たちとされ、「優れた研究又は業績がある科

学者」であることを否定されたにもかかわらず、政府の隠蔽行為によって、政

府の任命拒否や説明に対して反論する手段と機会を奪われた状態にされている

からです。上記被害との関係についていえば、政府の隠蔽行為によって、学術

会議は会員候補者の選考と推薦の正しさを論証するための機会を奪われており、

また私たち6名も誹謗中傷に対する反論の根拠を奪われたのであり、その結果

として、被害が発生し拡大したのです。任命拒否の根拠と理由に関わる文書を

政府が隠し続けることは、私たち学術(研究、教育)に携わる者に対する人格

権の中核部分の侵害にあたるといわざるをえません。

4 任命拒否に係る根拠情報不開示についての意見

法的な判断をするためには、判断対象事項に関して必要とされる事実を認定

しなければならず、その前提として、当該事実を裏づける根拠資料が存在しな

ければなりません。これは、司法権の判断でも行政権の判断でも同じです。菅

総理大臣による学術会議会員任命拒否は、法的な判断ですから、任命拒否に関

して必要とされる事実を認定していなければならず、その前提として、任命拒

否を裏づける根拠資料が存在していなければなりません。本件における情報公

開請求は、まず、この根拠資料の開示を求めているのです。この根拠資料が

「不存在」だということはありえず、仮に「不存在」だと被告が主張するので

あれば、この根拠資料を違法に廃棄したことを立証しなければなりません(な
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お、この根拠資料を“適法に”廃棄することはできません)。この点の立証責

任を被告が負うことは明らかです。

次に、本件の情報公開請求において原告が開示を求めているのは、任命拒否

の意思決定に至る過程の合理性を跡づけるための文書です。公文書管理法4条

によれば、菅総理大臣はこの文書を作成しなければなりませんので、この文書

が「不存在」だということはありえません。もし被告が、この文書は「不存在」

だと主張するのであれば、それが違法に廃棄されたことを立証しなければなり

ません。なお、行政機関は法令上の義務を履行しなければならず、それゆえ上

記文書は作成されていると推認されますので、その「不存在」の立証責任は当

然に被告が負うことになります。

一方、本件の保有個人情報開示請求において原告が開示を求めているのは、

任命拒否の対象とされた6名各人の個人情報です。そしてこの個人情報は、

「優れた研究又は業績がある科学者」として学術会議会員に任命することを否

定する内容の情報であるはずですから、学術に携わる者にとっては死活に関わ

る情報です。この情報がない限り、菅総理大臣は任命拒否の判断をすることが

できません。任命拒否の実質的な判断をしたのが杉田官房副長官だったとして

も、同じことです。被告が「任命拒否判断に際して用いた6名の個人情報は不

存在だ」と主張するのであれば、それは、当該個人情報を隠蔽しているか廃棄

したかのいずれかです。隠蔽・廃棄のいずれであっても、「優れた研究又は業

績がある科学者」ではないと判断された個人情報を知り、反論し、修正を求め

る機会と手段を奪うのですから、この隠蔽・廃棄が6名の学問的な人格権に関

わる権利利益の侵害にあたることは明らかです。被告(内閣府および内閣官房

の開示担当機関)は、一刻も早く、隠蔽をやめて保有個人情報を開示するか、

または当該個人情報の取得から廃棄に至る経緯を明らかにしなければなりませ
ん。

同時に、任命拒否に関する菅総理大臣および杉田官房副長官の判断について

も、6名各人について、その判断過程の合理性を跡づけるための文書を開示し

なければなりません。拒否理由は一人ひとり異なるはずです。これも開示すべ

き保有個人情報に該当します。

以上のとおり、任命拒否に係る根拠情報が「不存在」ということは原則とし

てありえません。仮に「不存在」の状態になっているとすれば、それは、内閣

総理大臣内閣官房副長官をはじめとする国の機関による違法行為の結果だと
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いうことです。

5裁判所に望むこと
学術会議会員任命拒否が違法であるだけでなく、「文書不存在」などを理由

として任命拒否の根拠・理由を開示しない内閣官房と内閣府の判断も違法です。

そして、こうした違法行為が行政権の中枢で行われていることは、まことに異

様です。裁判所は、日本国憲法および行政機関情報公開法・個人情報保護法・

公文書管理法などにより、情報公開・個人情報保護に関する判断を通じてこの

ような違法状態を是正する役割、そしてその結果として日本の政治と学術の健

全なあり方を回復する役割を付託されています。

裁判所は、このような役割を適切に果たすために、本件において、任命拒否

の判断を行った菅氏や杉田氏を証人として尋問すべきだと思われます。政権の

担当者がどのような根拠資料に基づいて任命拒否の法的判断を行ったのか、そ

の理由は何かを明らかにすることは、「国民主権の理念」に基づいて「政府の

有するその諸活動を国民に説明する責務が全うされるようにする」ため、およ

び「国民の的確な理解と批判の下にある公正で民主的な行政の推進」のために

不可欠であり(行政機関情報公開法1条参照)、さらに、「行政機関等の事務及

び事業の適正かつ円滑な運営を図り、………個人の権利利益を保護する」ために

も不可欠である(個人情報保護法1条参照)、と考えられるからです。

なお、文書の探索については、被告任せにすることは許されず(被告による

探索では「不存在」の証明にはなりません)、行政事件訴訟法24条に基づく裁

判所の職権証拠調べとして探索を行うことが必要だと考えられます。

以上、よろしくお願いいたします。

添付書類:高山佳奈子「任命拒否から1年一日本学術会議の対応」

(『法と民主主義』561号2021年8・9月号)
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2

は じ め に

任 命 拒 否 か ら 一 年

法 律 家 の 方 々 は し ば し ば 気 に し て お ら れ る

こ と と 思 う が 、 任 命 拒 否 問 題 に 関 し て は 悪 質

な デ マ が 多 数 広 め ら れ て い る だ け で は な く 、

関 心 を 寄 せ る 良 心 的 な 市 民 の 間 に も 法 律 状 態

に つ い て 理 解 の 不 正 確 さ が 見 ら れ る こ と が あ

る 。 機 会 が あ れ ば 誤 解 し て お ら れ る 方 に 注 意

を 促 し て い た だ き た い 。 こ こ で は 二 点 の 確 認

を お 願 い し た い 。

一 つ は 、 学 術 会 議 か ら の 会 員 候 補 者 の 推 薦

に 対 し 、 国 は 「 任 命 拒 否 処 分 」 の よ う な 「 処 分 」

を 何 ら 行 っ て い な い と い う こ と で あ る 。 抗 議

活 動 の 中 に は 「 任 命 拒 否 の 撤 回 を 求 め る 」 と

す る も の が 少 な く な い が 、 「 撤 回 」 す べ き 処 分

は 行 わ れ て い な い 。 推 薦 が 握 り つ ぶ さ れ て い

る だ け で あ る 。

そ し て 、 学 術 会 議 は 組 織 と し て は 国 の 一 部

で あ る か ら 、 法 人 で も な け れ ば 、 京 都 大 学 職

組 合 の よ う な 「 権 利 能 力 な き 社 団 」 ( 目 下 、 タ

テ カ ン 裁 判 の 原 告 で あ る ) で も な い 。 「 地 方 公 共

団 体 国 」 と 同 様 の 裁 判 は で き な い 。 日 本 学

術 会 議 が 「 不 作 為 の 違 法 確 認 訴 訟 」 の よ う な

形 で 国 を 訴 え る こ と は で き な い 。

織 の あ り 方 は 数 次 の 改 正 を 重 ね て 分 野 、 ジ ェ

ン ダ ー 、 地 域 な ど の バ ラ ン ス が と れ る よ う 工

夫 さ れ て き た と す る も の で あ る 。

た だ し 、 知 名 度 が 低 く て 何 を や っ て い る の

か わ か ら な い と い う 問 題 は あ っ た 。 ア ウ ト リ

ー チ 活 動 の 予 算 は ほ と ん ど な い の で 、 会 員 の

個 人 研 究 費 を 拠 出 す る な ど し て ま か な っ て き

た 。 そ こ で 現 在 、 「 提 言 」 な ど の 見 解 の 発 出 形

態 の あ り 方 の 見 直 し が 議 論 さ れ て い る と こ ろ

で あ る 。 ま た 、 学 術 会 議 で し か で き な い 分 野

横 断 的 検 討 に 重 点 が 置 か れ る よ う に な る 可 能

性 が あ る 。

実 際 に は 、 学 術 会 議 は 性 犯 罪 に か か る 刑 法

改 正 に 結 び つ く 提 言 に 典 型 的 に 見 ら れ る と お

り 社 会 の 役 に 立 つ 意 見 発 出 を 行 っ て い る 。 最

近 で は 雑 誌 「 学 術 の 動 向 」 二 〇 二 年 九 月 号

の 特 集 「 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 に 対 す る

学 術 の 取 り 組 み と 今 後 の 課 題 」 に ま と め ら れ

て い る よ う な 分 野 横 断 的 な 検 討 を 適 時 に 行 っ

て お り 、 そ れ は 東 日 本 大 震 災 へ の 対 応 時 に も

同 様 で あ っ た 。

三 学 術 会 議 の 役 割 の 増 大

大 学 の 予 算 が 削 ら れ 、 公 務 員 の 人 数 が 激 減

し て い る 状 況 に お い て 、 純 粋 に 学 術 的 な 問 題

意 識 の 上 に ( ほ ぼ 手 弁 当 で ) 活 動 し て い る 学 術

会 議 に 期 待 さ れ る 役 割 は 大 き い 。

自 分 が 活 動 し た 例 で 言 う と 、 コ ロ ナ 禍 で あ

ま り 注 目 さ れ て い な い が 、 二 〇 二 〇 年 の 提 言

「 ゲ ノ ム 編 集 技 術 の ヒ ト 胚 等 へ の 臨 床 応 用 に

対 す る 法 規 制 の あ り 方 に つ い て 」 は 、 あ る 意

そ れ ゆ え 、 現 在 ま ず 進 め ら れ て い る 手 段 は 、

拒 否 さ れ た 候 補 者 を 中 心 と す る 行 政 的 な 手 続

で あ る 。 こ れ ら に つ い て は 本 連 載 の 他 の 論 考

に 譲 る 。

も う 一 つ 理 解 を 広 げ た い の は 、 任 命 を 拒 否

さ れ て い る 六 名 の う ち 四 名 が 「 特 任 連 携 会 員 」

( 首 相 に よ ら な い 任 命 ) に な っ た と い う 事 実 は 、

任 命 拒 否 を 認 め た こ と に は な ら な い 点 で あ る 。

私 の 所 属 す る 法 学 委 員 会 で は 三 名 の 任 命 が 拒

否 さ れ た 。 岡 田 正 則 教 授 は 任 期 の 続 い て い た

「 連 携 会 員 」 と し て は 活 動 を 継 続 で き た が 、 大

規 模 憲 法 学 会 の 代 表 で あ る 小 澤 隆 一 教 授 は 任

が 切 れ て し ま っ た た め 、 憲 法 を 専 門 と す る

会 員 は ゼ ロ 名 、 慈 恵 医 大 の 会 員 も ゼ ロ 名 に な っ

て し ま っ た 。 松 宮 孝 明 教 授 は 私 と 比 較 的 専 門

が 近 い け れ ど も 、 前 の 期 で は 松 宮 教 授 が 「 自

動 運 転 」 に 関 す る 提 言 、 私 が 「 ヒ ト 胚 ゲ ノ ム

「 編 集 」 に 関 す る 提 言 の 策 定 を 分 担 し て い た こ

と に 示 さ れ る と お り 、 そ れ ぞ れ 専 門 が 異 な る

( 逆 の 配 置 は 適 切 で な い ) 。 今 期 に つ い て も 仕

事 の 分 担 を 予 定 し て い た 私 は 非 常 に 困 る こ

と と な り 、 任 命 拒 否 後 直 ち に 法 学 委 員 会 で 、

特 任 連 携 会 員 へ の 任 命 を 会 長 に 提 案 す る よ う

求 め た ( や や 時 間 が か か っ て 実 現 ) 。

味 総 花 的 に 論 点 を 扱 っ て い た 二 〇 一 七 年 の 提

言 「 我 が 国 の 医 学 ・ 医 療 領 域 に お け る ゲ ノ ム

編 集 技 術 の あ り 方 」 を ふ ま え つ つ も 、 で き る

だ け 簡 素 で 明 快 な 骨 組 み を 追 求 し た も の で あ

る 。 拙 稿 「 ヒ ト 胚 ゲ ノ ム 編 集 に 関 す る 日 本 の

法 技 術 的 課 題 」 ( 学 術 の 動 向 二 〇 二 〇 年 一 〇 月 号 )

で こ れ を 紹 介 し て い る ( h t t p s : / / d o i . o r g / 1 0 . 5 3 6 3 /

t i t s . 2 5 . 1 0 _ 3 4 ) 。 複 数 分 野 の メ ン バ ー が 関 与 し て

お り 、 そ れ ぞ れ の 知 恵 を 集 め て 作 業 も 分 担 し

た 。 特 定 分 野 を 扱 っ て い る 学 会 や 、 人 選 の 良

く な い 政 府 の 審 議 会 で 、 限 定 さ れ た 期 間 に こ

れ だ け の 案 を ま と め る の は 難 し い だ ろ う 。

さ ら に 今 期 は 「 ヒ ト ゲ ノ ム 編 集 技 術 の ガ バ

ナ ン ス に 関 す る 委 員 会 」 を 設 置 し た 。 設 置 趣

旨 の 主 要 部 分 は 次 の と お り で あ る 。 「 本 委 員 会

の 審 議 課 題 は 、 国 際 的 な 取 組 み を 不 可 欠 と す

る と こ ろ 、 こ れ ま で の 検 討 で は 、 法 律 に よ る

規 制 を 導 入 す る 必 要 性 が 一 致 し た 結 論 と し て

提 示 さ れ て い る も の の 、 そ の 具 体 的 な あ り 方

や 、 国 際 協 力 の 方 向 性 ま で は ま だ 十 分 な 審 議

が な さ れ て い な い 。 」 「 こ れ ま で の 日 本 の 制 度 で

は 、 法 律 レ ベ ル で な く 、 安 全 性 に 問 題 が な い

と 判 断 さ れ た 基 礎 研 究 が 指 針 の 改 定 に よ り 徐

々 に 認 め ら れ て き た 。 今 後 は 、 生 命 倫 理 に か

か わ る 総 合 的 な 法 制 度 の 構 築 を 視 野 に 入 れ た

中 長 期 的 な ロ ー ド マ ッ プ の 設 計 が 目 指 さ れ る 。

そ の 際 、 法 政 策 決 定 に お け る 透 明 性 や 民 主 性

の 確 保 を 十 分 図 る こ と が 一 層 重 要 に な る と 考

え て い る 。 ま た 、 政 府 内 に お け る も の も 含 め 、

従 来 の 検 討 は 国 際 的 な ガ バ ナ ン ス へ の 日 本 の

参 画 を ほ と ん ど 取 り 扱 う こ と が で き て い な い 。

日 本 学 術 会 議 の 対 応

髙 山 佳 奈 子 京 都 大 学 教 授

政 治 学 、 歴 史 学 、 哲 学 分 野 の 会 員 は さ ら に 少

な い か ら 、 任 命 拒 否 で 一 人 欠 け る と 活 動 面 で

は 大 打 撃 と な る 。 加 藤 陽 子 教 授 は 特 任 連 携 会

員 に 就 任 さ れ な か っ た が 、 裁 判 官 が 闇 米 を 拒

否 し て 餓 死 す る よ う な 話 に な っ て は い け な い

と 思 う 。 学 術 会 議 の 活 動 は 停 止 す べ き で は な い 。

二 学 術 会 議 自 体 の 対 応

法 律 状 態 の 筋 か ら し て 、 学 術 会 議 と し て は

「 握 り つ ぶ し 」 状 態 の 解 消 、 す な わ ち 「 任 命 」

そ の も の を 総 理 大 臣 に 求 め て い く ほ か は な い 。

二 〇 二 一 年 内 に 予 定 さ れ る 総 会 で も 、 そ の こ

と が 確 認 さ れ る も の と 思 わ れ る 。

し か し 、 学 術 会 議 は デ マ や 「 論 点 ず ら し 」 に

よ る 攻 撃 を 受 け て お り 、 こ れ ら を は ね 返 す た

め に 非 常 な 労 力 を 割 か ね ば な ら な く な っ て い

る 。 現 在 ま で の 対 応 は 、 定 例 記 者 会 見 お よ び

公 式 ウ ェ ブ サ イ ト で 明 ら か に さ れ て い る の で 、

詳 し く は そ ち ら を 参 照 さ れ た い 。 主 な 文 書 と

し て は 二 〇 二 年 四 月 に 「 日 本 学 術 会 議 の よ

り 良 い 役 割 発 揮 に 向 け て 」 が 発 出 さ れ て い る 。

学 術 会 議 自 体 の ス タ ン ス は 、 現 状 の 設 置 形 態

は 歴 史 を ふ ま え た 検 討 の 上 に 定 め ら れ た も の

で あ っ て 基 本 的 に 妥 当 で あ り 、 ま た 、 内 部 組

法 規 制 に あ た っ て は 、 単 に 罰 則 を 置 け ば 足 り

る わ け で は な く 、 国 際 的 動 向 も 踏 ま え 、 学 協

会 等 多 様 な 専 門 家 団 体 の 特 性 を 分 野 横 断 的 に

動 員 し つ つ 、 行 政 の 機 能 を 効 果 的 に 組 み 合 わ

せ る 俯 瞰 的 な 戦 略 が 求 め ら れ る 。 」

罰 則 対 象 部 分 の 管 轄 は 法 務 省 ( 外 務 省 ) ・ 警

察 庁 、 行 政 規 制 部 分 は 厚 労 省 ・ 文 科 省 ・ 総 務

省 が 主 に 担 い 、 法 令 外 部 分 で は 学 会 ・ 医 師 会

の 果 た す 役 割 が 大 き い 。 そ れ ぞ れ が グ ロ ー バ

ル な 対 応 を 迫 ら れ る 領 域 で あ る 。 総 合 科 学 技

術 ・ イ ノ ベ ー シ ョ ン 会 議 を 含 め た と し て も 、 今

の 政 府 内 で 迅 速 か つ 十 分 な 検 討 が で き る か は

疑 問 で あ る 。

四 民 主 主 義 の 回 復 に 向 け て

専 門 知 を 軽 視 し た 成 れ の 果 て が 今 の 日 本 の

コ ロ ナ 対 応 に 象 徴 さ れ て い る 。 官 僚 組 織 は ズ

タ ボ ロ に な っ て し ま っ た 。 人 間 は 神 で は な い

の だ か ら 、 で き る だ け 多 く の 知 見 を 集 め て そ

れ を 基 に 熟 議 し た 上 、 政 策 を 決 定 す る の が 民

主 主 義 の あ り 方 で あ る 。 安 定 し た 専 門 家 集 団

と し て の 行 政 機 構 を 再 構 築 す る に は 長 い 時 間

が か か る だ ろ う 。 ま だ 残 っ て い る 学 者 は 、 そ

の た め に 力 を 注 ぐ こ と を も 使 命 と し て い る よ

う に 思 う 。

髙 山 佳 奈 子 ( た か や ま か な こ )

一 九 六 八 年 生 。 京 都 大 学 教 授 。 二 〇 一 五 年 六 月 か

ら 「 安 全 保 障 関 連 法 ( 案 ) に 反 対 す る 学 者 の 会 」 呼

び か け 人 、 二 〇 一 七 年 二 月 の 「 共 謀 罪 法 案 の 提 出

に 反 対 す る 刑 事 法 研 究 者 の 声 明 」 発 起 人 。 二 〇 一

七 年 一 〇 月 か ら 日 本 学 術 会 議 会 員 。

41
連続

企画
●

学術
会議

問題
を

考える

法
と

民主
主義

2021/8
・

9
No.561

40


